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はしがき

　アジア経済研究所では，アジア各国の政治，経済，対外関係に関する動向を的確に伝えることを
目的に，1970 年以降毎年『アジア動向年報』を発行してきました。時代とともに対象国・地域も
変化し，現在は 23 のアジアの国・地域およびアメリカの対アジア関係をカバーしています。事業
開始から 50 年以上経ちましたが，アジア各国・地域を長年観察してきた所内外の研究者が現地の
一次資料や現地調査に基づき，その年に起きた重要な出来事や変化を解説するというスタイルは現
在でも変わっていません。執筆者が交代しても，同じフォーマットで50年以上にわたりアジア各国・
地域の動向を伝える書は，世界をみても類似のものはないといってよいでしょう。
　『アジア動向年報』には 2 つの役割があります。ひとつは，アジア各国・地域で起きた事象の時
事的な解説を行うとともに，その歴史的背景や意味についても明らかにし，アジア各国を理解する
うえで有用な情報を提供することです。もうひとつは，歴史を振り返る資料としての役割です。と
はいえ，現在の『アジア動向年報』は各年単位で読む仕様となっており，各国の動向を時系列で追
うには不便との声が寄せられてきました。
　そこで 50 年分の蓄積を生かし，既刊の年報から各国の章を抽出して 10 年ごとに 1 冊に束ね，
各国の動向を 10 年単位で把握できるよう，『アジア動向年報〈バンドル版〉』を作成することに
なりました。既刊のものをまとめるだけでなく，冒頭には第一線の研究者が新たに執筆した各国
の 10 年間を理解するための解説を付しています。これにより，各国の長期の動向をより理解し
やすくなり，多くの方にご利用いただけるのではないかと思います。2021 年の第 1 巻（2010 ～
2019 年），2022 年の第 2 巻（2000 ～ 2009 年）に続き，今回は 1990 ～ 1999 年までの 10 年
分を第 3 巻として公刊します。今後は 1970 年までさかのぼり計 5 巻作成する予定です。
　なお，本バンドル版はこれまでの A5 判と異なり，B5 判で制作しています。これは『アジア動
向年報』の判型が 1990 年代の途中で B5 判から A5 判に変更されており，判型をどちらかに統一
する必要があったためです。また判型の変更とともに本文の体裁も 2 段組みから 1 段組みとなっ
たため，既存部分のレイアウトが 1994 年前後で異なっています。あらかじめご承知おきください。
　今回のバンドル版もまた価値ある資料として，アジア各国・地域を理解する一助となることを願っ
ています。

　2024 年２月

日本貿易振興機構アジア経済研究所所長

深尾京司
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いはアジア経済研究所の公式見解を示すものではありません。 

＊ 1990 年代は「タリバーン」と「ターリバーン」の 2 つの表記があるが，1999 年からは「ターリバーン」
で統一している。
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　1990年代のアフガニスタンは，ソ連軍撤退
を経てようやく平和が訪れるのではとの国民の
期待とは裏腹に，軍閥が群雄割拠する内戦状態
に陥った。これに先立つ1989年2月，ソ連は
約10年に及ぶアフガニスタン侵攻に区切りを
つけて全軍を撤退させた。ソ連を後ろ盾とする
ナジーブッラー共産主義政権の崩壊は時間の問
題かと思われたが，ムジャーヒディーン（聖戦
士）からの攻勢に屈することなく戦況は膠着状
態をみた。しかし，1991年12月のソ連崩壊と
それに伴う軍事援助の停止により，劣勢に立た
されたナジーブッラー政権は1992年4月に崩
壊した。同月，ムジャーヒディーン連立政権が
成立し国の復興は前進するものと思われた。
　そのようななかにあって，ソ連軍から祖国を
護ったムジャーヒディーン同士が権力闘争を始
めたことで，アフガニスタンは血で血を洗う内
戦時代に突入した。祖国の英雄が軍閥に変わり
果てた1994年11月頃，ターリバーン（宗教学
校の学生を意味するターリブの複数形）が「世
直し」を掲げて南部カンダハールから出現し，
瞬く間に南部を掌握した。1996年9月には首

都カーブルを陥落させ，イスラーム国家の樹立
を宣言するに至った。物心の荒廃を憂うアフガ
ニスタン国民の多くは，ターリバーンによる「弱
きを助け強きをくじく」姿勢を称賛した。しか
し，その後のターリバーンは，女性の権利を著
しく制限したうえ，国際テロ組織の首班を匿っ
たことで，国際的に孤立を深めることとなった。
　経済面では，1990年代をとおして治安情勢
に変動はあったものの，内戦と震災や干ばつな
どの自然災害の影響を受けて国民生活は厳しい
状況に置かれた。
　対外関係面では，1990年代のアフガニスタ
ンは他の時代と同様，諸外国の介入と干渉に翻
弄され続けた。パキスタン，イラン，サウジア
ラビアなどの近隣諸国は，自国の利益確保を念
頭に，アフガニスタン国内の特定の民族・政治
派閥を水面下で支援した。

国内政治

激しい権力闘争と混迷極める内政
　1979年12月から続いたソ連軍によるアフガ
ニスタン駐留は，1988年4月のジュネーブ協

概 況

1990-1999 年の

アフガニスタン

 軍閥の群雄割拠とターリバーンの出現
青木健太
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定に基づくソ連軍撤退により，1989年2月15
日に終了した。ナジーブッラー大統領を首班
とするアフガニスタン人民民主党（People’s 
Democratic Party of Afghanistan: PDPA）
政権の権力基盤は脆弱であり，早晩倒れるので
はないかとみられたが，ソ連からの軍事・経済
援助の継続と，反政府ゲリラ勢力の内部分裂も
相俟って，しばらく持ちこたえた。
　軍事面では，ソ連撤退直後の1989年3月，反
政府ゲリラ勢力が東部の要衝ジャララバードの
政府軍に大攻勢を仕掛けるなど激しい攻防が発
生した。こうした戦闘は，東部のみならず，首
都カーブル周辺，南部のカンダハール，パキス
タン国境沿いの南東部ホーストなどでも繰り
広げられた。正確な死傷者数は明らかでない
が，1990年だけで，カーブル市内でムジャー
ヒディーンのロケット弾攻撃により，4770人
が死亡，1万1700人が負傷したと推計された。
　ナジーブッラー政権は国民和解政策を推し進
め，ムジャーヒディーン各派に対して，停戦と
権力分有を呼びかけた。同時に，同大統領は権
力基盤を拡充する方針も取り，PDPAがアフガ
ニスタン政治の中核であることを示すためか，
非党員の閣僚を排除し，新閣僚に党員を任命す
るなどした。一方の反政府ゲリラ勢力は大統領
の呼びかけに応じず，イスラーム協会のアフマ
ド・シャー・マスード司令官らを除き，主にパ
キスタンのペシャーワルなどの国外から前線に
指示を送った。
　こうしたなか，1991年12月にソ連が崩壊し
たことはアフガニスタン情勢に多大な影響を及
ぼした。ソ連に全面的に支えられていたPDPA
政権が，1991年9月の米ソ合意に基づくソ連
のアフガニスタン支援停止を受けてたちどころ

に崩壊したのである。1992年4月16日，ナジー
ブッラー大統領は辞任し，亡命を試みたが阻止
され，カーブル市内の国連事務所に身を隠すこ
とになった。
　ナジーブッラーの辞任を受け，1992年4月
28日にムジャーヒディーン各派による連立政
権が発足した。これは，同月24日にパキスタ
ン政府の斡旋のもとで締結された「ペシャーワ
ル合意」に基づくものであった。同合意では，
セブガトゥッラー・ムジャッディディー民族解
放戦線指導者を首班とする51人から成る暫定
評議会がカーブル入りし，PDPA政権から権力
を譲り受けることが謳われた。その任期は2カ
月で，次いでブルハーヌッディーン・ラッバー
ニー・イスラーム協会指導者を大統領とする指
導者評議会が暫定評議会から権力を引き継ぎ，
4カ月の任期中に暫定政権を発足させることが
定められた。暫定政権は18カ月以内に総選挙
を実施することとされた。
　政治プロセスの進展を受けて，アフガニスタ
ン国民の多くは平和の訪れを期待した。しか
し，ムジャッディディー暫定評議会首班は実効
的な政策を打ち出せず各派間の合意形成に終始
した。6月29日にラッバーニー指導者評議会大
統領が就任した後も，ペシャーワル合意から除
外されたイスラーム党のグルブッディーン・ヘ
クマティヤール指導者が不服を表明して武力攻
勢を強め，首都をロケット弾で攻撃した。ヘク
マティヤール指導者が武力抗争に身を投じたの
は，権力闘争の側面もさることながら，ラッバー
ニーとの個人的確執もあると噂された。
　その後，ムジャーヒディーン各派による権力
闘争は日増しに激化し，カーブルを中心に激し
い攻防が展開された。先述のイスラーム党とイ
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スラーム協会に加え，シーア派から構成される
親イランのイスラーム統一党，ならびに前共産
党政府軍民兵でウズベク人のドゥーストム将軍
率いる国民運動党も参戦し，カーブルの戦況は
混迷を極めた。ムジャーヒディーン各派は違法
な検問所を設けて，通行税と称して道行く人々
から金品を巻き上げたほか，女性への暴行事件
などが多発し，戦闘員同士の激しい戦闘も継続
した。
　近隣諸国はこうした状況を憂慮し，和平調
停に乗り出した。1993年3月7日に各国の代表
がパキスタンの首都イスラマバードに集まり，
ラッバーニー大統領の留任と，イスラーム党の
ヘクマティヤール指導者の首相就任を明記した
和平文書「イスラマバード合意」に調印した。
しかし，双頭政治は有効に機能せず，早々に組
閣権限問題を惹起することとなった。ラッバー
ニー大統領の側近のマスード国防相の処遇をめ
ぐり，ラッバーニー大統領が同相の留任を希望
したのに対し，ヘクマティヤール首相は留任に
こだわる必要はないと主張した。この間も，ヘ
クマティヤール首相はカーブルへのロケット弾
攻撃や道路封鎖を続けた。
　国内が混乱に陥るなかにあっても，ムジャー
ヒディーン各派は権力闘争を続けた。ラッバー
ニー大統領は，暫定政権大統領の任期満了を控
えて，仮に辞任したとしても政権の受け皿がな
く，権力の空白化を生み，紛争が一層激化する
として任期延長を主張した。一方で，イスラー
ム党ユーノス・ハーレス派のハーレス指導者は，
突然，ラッバーニー大統領の後に大統領に就任
すると発表するなど，各派の権力争奪への思惑
が入り乱れた。
　首都のみならず南部カンダハールでも，地元

に戻ったムジャーヒディーン兵士が非道を働
き，治安が著しく悪化した。男色が盛んな同地
では，道行く少年を誘拐して略奪や暴行を働く
軍閥と化したムジャーヒディーン司令官も現れ
た。当時，同地ではパキスタンがアフガニスタ
ンを経由して中央アジアに至る陸上交易路を開
拓しようとしていた。1994年11月，生活用品
を積載しパキスタンからトルクメニスタンに向
かっていたトラック輸送団がアフガニスタン国
内で山賊に襲撃される事件が発生する。この山
賊を撃退し，一躍その名を轟かせたのが，ムッ
ラー・ウマル率いるターリバーンである。
　ターリバーンの急速な勢力拡大を理解するた
めには，背景となったムジャーヒディーン連立
政権成立以降のアフガニスタン情勢を知る必要
がある。先述のとおり，権力闘争の結果，アフ
ガニスタン国内はさながら戦国大名が群雄割拠
するかの如く国土が乱れた。国民は疲弊し，連
立政権に対する期待を失った。そうしたなかに
あって，イスラームを錦の御旗に掲げて，乱暴
狼藉を働く軍閥を成敗するターリバーンをアフ
ガニスタンの民衆は心情的に支援した。その結
果，ターリバーンは燎原の火のような勢いで勢
力を全国に拡大させた。もっとも，ターリバー
ン出現の背後には，諸外国の存在があるとの見
方もある点に留意がいる。
　その後，ターリバーンは南部を瞬く間に掌
握した後，1995年2月にイスラーム党ヘクマ
ティヤール派が拠点としていたカーブル南方
のチャールアシアーブを攻略し，同年9月には
西部ヘラートを攻略した。そして，1996年9
月27日，ターリバーンはカーブルを陥落させ，
イスラーム国家の樹立を宣言した（1997年10
月にはアフガニスタン・イスラーム首長国の樹
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立を主張）。これによって，アフガニスタンの
勢力図は，北部のドゥーストム将軍，カーブル
を中心としたラッバーニー政権，南部・西部・
南東部を実効支配するターリバーンという三つ
巴の構図に移行した。1998年8月には，ター
リバーンは北部の要衝マザーリシャリーフも攻
略するに至り，一部の地域を除き，ほぼ全土を
実効支配するまでになった。
　一方で，当初民衆は一定の期待を示したもの
の，ターリバーンが時間とともに独自路線を強
めていったことで，民心は徐々に離れていった。
ターリバーンは女子教育を禁止するとともに，
国連・NGOでの女性の就労も禁じた。女性は
外出する際にヒジャーブ（頭髪を覆うベール）
の着用を義務付けられた。男性には顎髭を生や
すことを強要した。また，イスラームの独自解
釈に基づく犯罪者に対する過酷な刑罰などが，
国際的規範を無視しているとして国際的な非難
の対象となった。1996年9月のカーブル奪取
の際には，ターリバーンはナジーブッラー元大
統領を処刑し，国民に不安感と恐怖を与えた。
　このほかにも，ターリバーンは中央高地バー
ミヤーンの大仏破壊や，1998年のケニアとタ
ンザニアにおけるテロ事件の首謀者とみられた
アル＝カーイダのウサーマ・ビン・ラーディン
の身柄引き渡しを拒否するなど，孤立を深めて
いった。

経　 済

戦争の影響で疲弊する国民生活
　1990年代をとおしてアフガニスタン経済は
破綻状態かそれに近い状態にあったが，1992
年までのPDPA政権下ではソ連からの多額の経

済援助が行われた。ソ連国内の戦時経済状態で
の物資の滞り，それに伴うアフガニスタンでの
物価高騰などの問題はあったものの，政府の公
務員，党員，軍人への基礎物資配給券の発給も
あり，民衆の不満は一定程度緩和された。「ナ
ジーブッラー政権の頃はよかった」と回顧する
アフガニスタン人も，少なからずいるほどであ
る。
　一方で，内戦時代に突入した後では，民衆は
戦禍を被り，同時に幹線道路の封鎖，恣意的な
通行税の徴収などにより，過酷な経済苦に悩ま
された。食料，燃料の不足と価格高騰は日常茶
飯事となった。特に，中央高地は，中央政府の
脆弱な経済政策と戦乱に伴う道路封鎖により著
しい困窮状態に陥った。戦乱によって無秩序状
態に陥ったなか，政府機能は全面的に麻痺した。
そうした状況下において，農民の間では，手軽
な換金作物としてケシ栽培が流行した。また，
人道支援として，外国NGOや国連による食料
配給支援などが継続された。国民のなかには戦
禍を逃れるため，海外に移住する者も多くいた。
　ターリバーンの出現によって治安が回復した
ことで，経済活動が一時的に活発になった地域
も存在した。しかし，ターリバーンによる国連
職員殺害事件（1998年8月）を受けて国連が
人道援助を停止するなど，ターリバーンの人権
問題やビン・ラーティン身柄引き渡し拒否をめ
ぐって諸外国がターリバーンに資産凍結などの
制裁を課し始めたことで，アフガニスタン財政
はダメージを受けた。さらに，地震や干ばつな
どの自然災害の発生も状況悪化を助長した。
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外国による干渉とテロの脅威
　1990年代に入るとソ連の崩壊，並びに，湾
岸戦争の勃発もあり諸外国のアフガニスタンへ
の関心は低下した。大国の関与が薄れるなか，
パキスタン，イラン，サウジアラビアなどの近
隣諸国は，自国の利益追求を念頭に，アフガニ
スタン国内における特定の政治・民族派閥を支
援し続けた。例えば，イランはシーア派のイス
ラーム統一党への支援をつうじて影響力の拡大
を画策した（なお，1998年8月のイラン人外交
官殺害事件を受けて同国との関係は一時的に軍
事衝突寸前まで悪化）。ウズベキスタンもウズ
ベク同胞を支援する観点から，ドゥーストム将
軍率いる国民運動党を支援したとされる。ター
リバーン出現の背景には，パキスタンやサウジ
アラビアの存在が噂された（両国とアラブ首長
国連邦の3カ国は，ターリバーンを国家承認）。
国連はラフダル・ブラヒミ特使を中心に和平調
停努力を続けたが大きな成果を挙げるには至ら
なかった。
　1990年代後半にターリバーンが台頭すると，
アフガニスタンは国際的に孤立していった。そ

のきっかけとなったのは，1998年8月にケニ
アとタンザニアのアメリカ大使館がイスラーム
過激派に攻撃された事件である。アメリカは，
ターリバーンの庇護下にあるビン・ラーディン
が首謀者であるとして身柄引き渡しを要求した
が，ターリバーンはこれを拒否した。アメリカ
は同月20日，ビン・ラーディンが潜んでいる
とされる地域に対して巡航ミサイルによる攻撃
を実行した。その後，1999年7月にアメリカ
のクリントン大統領は，ターリバーンに対し経
済制裁を課す大統領令を発布し，資産凍結，禁
輸措置，航空機の運航禁止などの諸策を講じた。
思想・信条に執着するターリバーンは，次第に
孤立を深めていった。
　1999年8月のキルギスにおける日本人技師
誘拐事件は，ターリバーンは関与こそ否定した
ものの，アフガニスタンと中央アジアの過激派
組織が越境的につながっていることを強く印象
づけた。中央アジア諸国，ひいてはより広範な
地域へのイスラーム過激派の流出が，日本を含
む諸外国の安全保障上の懸念事項として浮上し
た。

（中東調査会研究主幹）
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